
社会保険新組織の実現に向けた有識者会議（第7回）  

平成17年11月21日（月）  
10時00分 ～12時00分  
厚生労働省 専用第15会議室  

議 事 次 第  

1． 開会  

2． 議事  

組織改革の方向性について  

人員削減計画等について  

3． 閉会   



組織改革の方向性について（論点整理メモ）  

年金運営新組織が国民の信頼を回復し、再出発するためには、  

業務改革、職員の意識改革及び組織改革を一体的に成し遂げてい  

くことが不可欠であり、新組織実現会議においては、これまでに、  

① 新組織発足までの間に、もう一段の業務改革を推進するため   

の「業務改革プログラム」  

② 職員の意識改革を徹底するための基盤となる「新人事評価制   

度」  

について、とりまとめを行った。   

今後、組織改革に関する意見の集約を行うこととなるが、年金  

運営新組織については、  

① これまでの社会保険庁が事実上解体され設置されるものであ   

り、前例にとらわれないものとする必要があること、  

② 全国民の強制加入を前提として、国民に対して、超長期にわ   

たり保険料納付と年金受給の約束を守らなければならないとい   

う、他に例のない公的年金制度の特性を踏まえる必要があるこ   

とにかんがみ、  

新しい特別な組織・構造等を備えた新組織を実現することとし、  

こうした基本的な考え方に基づき、以下の点について検討する。   

1 年金運営新組織の法律上の位置づけ■名称  

○ 年金運営新組織の法律上の位置づけについては、以下の年  

金運営新組織の構造・機能等についての検討を踏まえた上で、   

（か 国家における公的年金制度の重要性や、極めて大きなま  

とまりのある実施事務という年金業務の性格を踏まえ、国  

家行政組織の基本的考え方に則り、外局とするか、  

② 社会保険事業に対する国民の信頼を回復するためには、  

名実ともに新たな国家行政組織として再出発するという姿  

勢を重視し、特別の機関とするか、  

について判断することが適当ではないか。  

○ また、名称については、年金の運営を行う組織であること   

を端的に示すものとすることが望ましいのではないか。  
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2 年金運営新組織の構造・機能  

（1）意思決定機能  

○ 組織の意思決定に関しては、責任の所在を明確にするこ   

とが重要であり、新組織の長が重要事項を決定するに際し、   

年金運営会議の「議を経なければならない」とする先行有   

識者会議の結論に即して、新組織としての最終的な意思決   

定権は長に属するものとしつつ、長は、年金運営会議の審   

議を最大限尊重しながら意思決定を行わなければならない   

ものとすべきではないか。  

○ したがって、年金運営会議の審議結果は、事実上、長の   

意思決定を強く拘束するものであり、年金運営会議につい   

ては、審議会ではない新しいタイプの意思決定補助機関と   

して、法律上位置づけるべきではないか。   

○ 年金運営会議の構成員については、審議事項や新組織の   

業務内容に即した分野の専門家とすることが必要であり、   

また、長の最終的な意思決定を補助するという性格から少   

数とすることが望ましいことから、長のほか、年金制度、   

組織統治、サービス改善、料金徴収、システム等に精通し   

た専門家4名程度による構成とすべきではないか。  

なお、これらの構成員については常勤・非常勤を問わず、   

ふさわしい人材を確保することを重視しつつ、少なくとも  

1名は常勤とすべきではないか。   

○ 一方、運営評議会については、年金受給者や年金保険料   

負担者等の意向を、新組織の事業運営に十分反映させるた   

めに設けるものであり、自由活発な意見聴取を十分に行う   

ことができるよう、構成員や在り方を随時、見直しながら、   

その時々の状況に最も適した効果的・弾力的な運営を図る   

ことができるものにすべきではないか。また、地域ごとに   

運営評議会的な意見聴取の場を設けることが必要ではない   

か。  

こうした観点から、制度上の位置づけを検討するととも   

に、年金受給者や年金保険料負担者等の意向を、新組織の  
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事業運営に十分反映させるとの精神については、法律上明  

記すべきではないか。  

（2）監査機能  

○ 特別監査官や特別監査官補佐については、十分な内部牽   

制体制を確立するためのものであり、新組織が国民の信頼   

を回復する上で重要な要素であることから、専門性の高い   

外部専門家を配置することについて、新組織の長の法律上   

の義務として位置づけるべきではないか。  

○ 特別監査官については、新組織の長直属とすることを法   

令上位置づけるとともに、会計監査担当及び業務監査担当   

（個人情報管理監査担当を兼ねる）の2名とし、会計監査   

担当については公認会計士、業務監査担当については企業   

経営、企業の内部監査、経営コンサルティング等に精通し   

た専門家とすべきではないか。  

また、特別監査官を補佐する特別監査官補佐については、   

それぞれの担当ごとに2名配置することとしてはどうか。  

なお、特別監査官については常勤・非常勤を問わず、ふ   

さわしい人材を確保することを重視することとし、特別監   

査官補佐については常勤としてはどうか。  

○ 現在、監査担当組織については、会計監査と業務監査に   

より分離されているが、特別監査官等の指揮の下に、会計   

監査と業務監査が有機的に連携しつつ、円滑に監査実務を   

遂行することができるよう、監査担当組織の一元化を図る   

こととしてはどうか。  

（3）新組織と企画立案部局との関係   

○ 業務運営上の観点から制度の改正が必要と認めた場合に   

おける「新組織の長の厚生労働大臣への提案」及び業務運   

営に影響を与える制度改正事項に係る「新組織の長の意見   

の聴取・尊重」については、具体的な実行上のルールを確   

立することにより、新組織と年金制度の企画立案部局との   

十分な連携を確保すべきではないか。  
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3 その他  

○ 以上の基本的な考え方について、新組織実現会議において   

議論を行った上で、さらに法律案に盛り込むべき事項につい   

て検討を進めることとする。  

○ その際、国民の信頼に足る新たな組織として再出発するこ   

とを明確にする観点から、厚生労働省設置法の一部改正では   

なく、公的年金の業務運営の基本等を定めた新たな単独立法   

とする方向で検討すべきではないか。  
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社会保険庁の組織■業務改革に伴う人員削減計画（素案）  

※新組織への移行は平成20年秋の予定であるが、社会保険オンラインシステムの刷新に5年程度を要し、システムを前提として   

広域的な集約化を段階的に行う必要があることから、7年間を計画期間として設定。  
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職員の新組織への移行について（論点）  

1．年金新組織への職員の移行について  

年金運営業務に従事する職員には、その重要な任務を担う責任感と能力が求められることから、それにふ  
さわしい厳正な「服務の宣誓」を行った者に限り、新組織の職員とするなど、所要の措置を講じるべきで  
はないか。  

服務の宣誓の内容としては、例えば、公的年金事業の重要性の自覚、国民が納付した保険料を扱うことの  
自覚、強い責任感、誠実、公正など、年金新組織の職員に必要な内容を盛り込むべきではないか。  

○これまでの省庁再編の例では、該当する組織の職員は、他省庁、他部局への配置転換など、別に辞令を発せられない限り、新   
たな組織の職員となるものとする旨の職員の引継ぎ規定を法律上設けている。   

（例）金融監督庁→金融庁の場合 （金融庁設置法（平成十年十月十六日法律第百三十号）附則）  
（職員の引継ぎ）  

第4条 この法律の施行の際現に従前の金融監督庁の職員である者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、  
金融庁の職員となるものとする。  

○服務の宣誓については、国家公務員法、地方公務員法、警察法、自衛隊法により、それぞれ、職員に服務の宣誓を義務づける   
規定があり、宣誓書の内容は、法令で以下のように定められている。   

【国家公務員】私は、国民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務すべき責務を深く自覚し、日本国憲法を遵守し、並び  
に法令及び上司の職務上の命令に従い、不偏不党かつ公正に職務の遂行に当たることをかたく誓います。   

【地方公務員】私は、地方自治の本旨を体するとともに、公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の奉  
仕者として誠実かつ公正に職務を執行することを固く誓います。   

【警察職員】 私は、日本国憲法及び法律を忠実に擁護し、命令を遵守し、警察職務に優先してその規律に従うべきことを要  
求する団体又は組織に加入せず、何ものにもとらわれず、何ものをも恐れず、何ものをも憎まず、良心のみに  
従い、不偏不党且つ公平中正に警察職務の遂行に当ることを固く誓います。   

【自衛隊員】 私は、我が国の平和と独立を守る自衛隊の使命を自覚し、日本国憲法及び法令を遵守し、一致団結、厳正な規  
律を保持し、常に徳操を養い、人格を尊重し、心身を鍛え、技能を磨き、政治的活動に関与せず、弓削＼責任感  
をもって専心職務の遂行に当たり、事に臨んでは危険を顧みず、身をもって責務の完遂に務め、もって国民の  
負託にこたえることを誓います。  
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2．政管健保の公法人への職員の移行について  

政管健保の公法人（非公務員型）に移行する職員については、従前の法人化の例と同様に、法律上で職員の  

引継ぎの規定を設けて、非公務員に身分を移せるように措置すべきではないか。   

但し、その場合においても、公法人の独自の人事方針が反映できるようにすべきではないか。（公法人の職  

員採用基準に合致する者に限って国の職員が引き継がれることとするなど）   

従前の法人化の例と同様に、職員の引継ぎ時には退職金を支給せず、後で通算して法人から支払うことと  

すべきではないか。  

◎国の組織から非公務員型の公法人に業務と人員の移管を行う際に、職員の非公務員化を行った例  

・国立大学法人   

・独立行政法人国立青年の家、独立行政法人国立少年自然の家、独立行政法人教員研修センター、独立行政法人経済産業  

研究所、独立行政法人日本貿易保険、独立行政法人産業技術総合研究所、独立行政法人原子力安全基盤機構  

◎この場合、法律上、職員の引継ぎの規定、退職金通算の規定が設けられている。   

（例）文部科学省の内部部局の課→独立行政法人教員研修センター（非公務員型）  

・独立行改法人教員研修センター法（平成十二年五月二十六日法律第八十八号）附則  

（職員の引継ぎ等）  

第2条 センターの成立の際現に文部科学省の部局で政令で定めるものの職員である者のうち、文部科学大臣の指定する官  

職を占めるものは、別に辞令を発せられない限り、センターの成立の日において、 センターの職員となるものとする。  

第4条 附則第二条の規定により文部科学省の職員がセンターの職員となる場合には、その者に対しては、国家公務員退職手  
当法（昭和二十八年法律第百八十二号）に基づく退職手当は、支給しない。  
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